
 

 

２０２１年度事業計画 

 

Ⅰ．事業方針 

世界では新型コロナウィルス感染症、気候変動、米国の政権交代や米中対立の激化等

による国際政治・経済情勢の不確実性が増す中、デジタル・トランスフォーメーション

（ＤＸ）等の技術革新、グローバリゼーション、経営改革の急速な進展により、我が国

を取り巻く環境は目まぐるしく変化しています。一方国内では、コロナ禍に対応したリ

モートワーク、ワーケーション等の働き方改革進展など一定の地方回帰の動きが見られ

るものの、地域によっては依然として人口減少・過疎化は深刻であり、将来都市機能や

コミュニティを維持できなくなるとの懸念がほくとう地域でも顕在化しています。 
国は地方創生を掲げ、地域では地方自治体が策定した総合戦略に基づく事業を着実に

実施しています。2021 年夏へと延期された東京オリンピック・パラリンピックの開催に

向け一定の景気浮揚効果は期待できるものの、コロナ禍によるインバウンドの急激な減

少、国内の緊急事態宣言に伴う運輸・宿泊・飲食業等への負のインパクトが 2021 年度

の地域経済にどのような影響を与えるか、予断を許さない状況となっています。 
また、東日本大震災の発生から 10 年が経過し国の定めた復興・創生期間が終了、今

後は被災地での地域企業による事業再生や新たな創業により地域の人々が未来創造に向

け着実に歩みを進めていくことが期待されます。 
こうした中、ほくとう総研は㈱日本政策投資銀行および（一財）日本経済研究所をは

じめとする同行グループ各社等と連携し、ほくとう地域の自立的かつ持続可能な発展に

寄与すべく、人と人、団体と団体、大学と大学が出合い、情報や知見が行き交うネット

ワークを構築するためのプラットフォームとなることを目指し活動しています。 
公益事業においては、質の高い情報発信を継続し、他機関や学識経験者と連携した自

主研究を引き続き実施し、ほくとう地域の持続可能な発展に向けた「地域の真の豊か

さ」を探ってまいります。また、９年目を迎える地域活性化連携支援事業においては、

これまでの実績と課題を踏まえ、新進の若手研究者などへの助成に重点を置き、ほくと

う地域の活性化に資する取り組みを引き続き支援してまいります。 
収益事業においては、地域経済データの活用等ほくとう総研の持つ知見・ノウハウを

発揮できる分野を中心にあらゆる資源を投入し、クライアントに評価される受託調査等

を行ってまいります。 
ほくとう総研の財団運営は、債券市場における超低金利が継続する状況下、基本財産

運用収入の大幅な減少により厳しさを増しております。しかしながら、こうした厳しい

時代であるからこそ、公益事業・収益事業の着実な実施により真に地域に貢献できる存

在、次の豊かさや幸せの形を探ることのできる存在でありたいと考えております。 
  



Ⅱ．事業活動 

１．公益事業 

（１）地域活性化連携支援事業 

ほくとう総研と同趣旨の目的で活動する団体や研究者等が実施する事業に対して、

資金助成を行います。 
単なる資金供給にとどまらず、事業の実施に必要となる情報提供やネットワークづ

くりも視野に事業を支援してまいります。 
昨年度に行った実績及び課題の総括を踏まえ、研究者個人に対しては１件あたり 50

万円、団体に対しては１件あたり 100 万円を目安に助成します。また、過去に実績の

ない地域への支援を優先的に行うとともに、これまでの助成先の新たな事業に対して

も助成を検討してまいります。 
 

（２）調査研究事業 

（共同研究） 

2018 年度から 2019 年度にかけて、（公財）はまなす財団と連携して実施した共同研

究「地域経営研究会～持続する地域を目指して～」での研究実績を踏まえ、2020 年度

に立ち上げた「地域経営研究会～地域企業の可能性～」を引き続き開催します。北海道

及び北東北の銀行系シンクタンクを中心に、大学関係者、地域企業経営者等とともに、

地域資源を有効活用したビジネスの成功要因と課題について議論を進めていく予定で

す。 
地域の歴史、農水産物、建築物等の地域資源や地域人財を活かした特徴ある地域づく

りと、地域課題の解決策を「地域経営」という視点で捉え、そのキープレイヤーとなる

地域企業について、先進事例調査等により、地域資源の有効活用、創業、人材育成とい

う切り口から経営のあるべき姿、方向性を研究します。効果的な研究会運営を図るとと

もに、調査研究成果の広域的発信に努めます。 
（企業研究） 

   経済や社会の変動に対応し、人的資源やネットワークを活かしながら成長を続ける

企業経営者等に対する取材を継続します。 
 
（３）情報発信事業 

  （情報誌の充実と活用） 

情報誌「ＮＥＴＴ」を、年４回発行します。 
引き続き時代の半歩先を行く特集テーマを設定し、企業経営者インタビューの実施、

新進の研究者からの寄稿を得て、地域の未来とこれからの経済・企業経営・社会がわか

る充実した内容となるよう努めます。加えて地域における斬新な取り組み、地道な取り

組みを取り上げ全国へ広報、読者の拡大を図ります。出捐者、ほくとう地域の大学、経

済団体、地方自治体など「ＮＥＴＴ」送付先の方々が手にとって読みたくなる情報誌、

役に立つ情報誌を目指します。 
 



  （講演会の開催） 

（株）日本政策投資銀行および(一財)日本経済研究所と連携して毎年度開催している

講演会について 2020 年度はコロナ禍により見合わせましたが、2021 年度は札幌、仙

台、新潟など主要都市での再開を目指します。 
 
２．収益事業(受託調査事業) 

受託案件の増加を目指します。（株）日本政策投資銀行をはじめ関係機関と連携し

ながら、ほくとう地域をはじめとする各地のデータをまとめたハンドブックの作成、

研究会等開催支援、個別テーマの企画調査など、ほくとう総研の蓄積した情報・知

見、ネットワークを活かせる調査の受託に注力します。 
 

 

Ⅲ．資金運用 

財産の安全かつ適正で効率的な運用に努めてまいります。 
低迷する長期金利の影響により、ほくとう総研の主な運用先である長期債の利回りは

低下しており、基本財産受取利息は近年大きく減少しています。 
2020 年度末で２億円弱の運用適状資金があり、2021 年度は債券市場の動向を注視し

つつ、国債、地方債、社債等Ａ－相当以上の格付の円建債券等により効率的な運用を行

ってまいります。その際、運用資産のうち償還年限が 10 年を超える債券での運用が 3
割弱を占める現状を踏まえ、償還年限 10 年以内の運用を行います。また、事実上の元

本保証など資産価値の維持を図ることが可能と認められる場合に限り、債券以外での運

用を資金運用規程に基づき検討し、理事会に諮ります。 
 

以 上 


